
○○○○ 災害時災害時災害時災害時におけるにおけるにおけるにおける民間賃貸住宅民間賃貸住宅民間賃貸住宅民間賃貸住宅のののの媒介協定及媒介協定及媒介協定及媒介協定及びびびび
罹災都市借地借家臨時処理法罹災都市借地借家臨時処理法罹災都市借地借家臨時処理法罹災都市借地借家臨時処理法についてについてについてについて

第第第第１１１１ 災害時災害時災害時災害時におけるにおけるにおけるにおける民間賃貸住宅民間賃貸住宅民間賃貸住宅民間賃貸住宅のののの媒介協定媒介協定媒介協定媒介協定

ＨＨＨＨ10101010....５５５５．．．．１１１１ 県宅建協会県宅建協会県宅建協会県宅建協会とととと締結締結締結締結（（（（全国初全国初全国初全国初））））
阪神・淡路大震災（平成７年１月）を教訓に、災害時における応急住宅対策を充実さ

せるため、大規模災害により住居を失った被災者に対して民間賃貸住宅を無料で媒介す
る内容の協定を締結（適用は平成10年８月１日から）
※ 全日本不動産協会新潟県本部とは、平成19年８月２日に協定を締結

１１１１ 経緯経緯経緯経緯
Ｈ９.５.28 県宅建協会総会において、災害時の協力について県に協定の締結を求め

る趣旨の事業計画を承認
Ｈ９.８.14 「新潟県県地域防災計画（風水害対策編）」の改正

「応急住宅対策」に「民間賃貸住宅の紹介・あっせん」を追加
Ｈ10.５.１ 県と県宅建協会との間で、地震災害時における無料媒介に関する協定を

締結
Ｈ19.８.２ 県と県宅建協会との間で、地震災害に限らず、より広範な災害（３(1)を

参照）の発生時における無料媒介に関する協定を締結

２２２２ 協定協定協定協定のののの必要性必要性必要性必要性
(1) 民間賃貸住宅を無料で媒介する必要性

住居が損壊した場合の居住先としては、避難所のほかには、①応急仮設住宅、②公
営住宅、③民間賃貸住宅等が考えられるが、民間賃貸住宅の物件情報の提供、経済的
負担の軽減等の面から支援が必要

(2) 県が県宅建協会と協定を締結する必要性
県が、県宅建協会と連携して、被災者が求めるあっせん業務が円滑に行われるため

の環境整備を行うことが必要

３３３３ 協定協定協定協定のののの運用対象及運用対象及運用対象及運用対象及びびびび効果効果効果効果
(1) 災害救助法又は新潟県災害救助条例が適用される規模の災害を想定
(2) 被災者の住居確保の選択肢が広がり、媒介手数料を無料とすることにより、被災者

の経済的負担の軽減が見込める。

４ ７４ ７４ ７４ ７．．．．１３１３１３１３水害水害水害水害におけるにおけるにおけるにおける対応対応対応対応
(1) 平成10年締結の協定では、水害は対象外（震災が対象）であったが、県宅建協会で

は、当該協定の趣旨に基づき、対応
Ｈ16.７.16 県宅建協会から三条支部（三条市、見附市及び中之島町担当）で無料

で媒介を行いたいとの申出があった。
(2) 媒介による成約数 56件

５５５５ 新潟県中越大震災新潟県中越大震災新潟県中越大震災新潟県中越大震災におけるにおけるにおけるにおける対応対応対応対応
(1) Ｈ16.10.26 協定に基づき県宅建協会へ協力を要請
(2) 実施状況

・ 家賃については、被災者再建支援金の対象となることがある。
・ 参考に、民間賃貸住宅の公費借上げの状況も併せて示す。

支部名 成約数 （参考）公費借上げ 計
長 岡 ７８ １５４ ２３２
三 条 １１ １６ ２７
柏 崎 ５ ７ １２
魚 沼 ０ ２ ２

計 ９４ １７９ ２７３
※ 全日本不動産協会新潟県本部とは協定を締結していなかったが、Ｈ16.11.２に協

力を要請



６６６６ 新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震におけるにおけるにおけるにおける対応対応対応対応
(1) Ｈ19.７.17 協定に基づき県宅建協会へ協力要請
(2) 実施状況

・ 家賃については、被災者再建支援金の対象となることがある。
・ 参考に、民間賃貸住宅の公費借上げの状況も併せて示す。

支部名 成約数 （参考）公費借上げ 計
柏 崎 ８４ ０ ８４
上 越 ０ ２ ２

西蒲・燕 １ ０ １
計 ８５ ２ ８７

※ 全日本不動産協会新潟県本部とは協定を締結していなかったが、Ｈ19.７.18に協
力要請。その後、Ｈ19.８.２に協定を締結

第第第第２２２２ 罹災都市借地借家臨時処理法罹災都市借地借家臨時処理法罹災都市借地借家臨時処理法罹災都市借地借家臨時処理法

被災被災被災被災したしたしたした借家人借家人借家人借家人やややや借地人借地人借地人借地人がこれまでがこれまでがこれまでがこれまで通通通通りりりり住住住住みみみみ続続続続けるけるけるける権利権利権利権利をををを保護保護保護保護するするするする特別法特別法特別法特別法

１１１１ 借地借家法借地借家法借地借家法借地借家法のののの原則原則原則原則とととと本法適用本法適用本法適用本法適用のののの効果効果効果効果
ア 原則

・ 借家権は、建物が滅失した場合、消滅する。
・ 借地権は、建物が滅失した場合、消滅はしないが、登記がないと対抗力が失われ

る（土地を譲り受けた第三者に借地権を主張できない｡)。
イ 本法適用の効果

(ｱ) 借家が滅失した場合
① 滅失時の借家人は、一定の要件の下で申出により敷地に建てられた建物を、他

の者に優先して相当な借家条件で賃借できる。
② 滅失時の借家人が自力で建物を復興させる場合には、一定の要件の下で申出に

より他の者に優先して相当な借地条件でその土地を賃借できる。
(ｲ) 借地上に建てられた建物が滅失した場合

① 借地権の対抗力が５年間失われない。
② 10年未満の借地権の存続期間が10年に延長される。

２２２２ 新潟県中越大震災新潟県中越大震災新潟県中越大震災新潟県中越大震災におけるにおけるにおけるにおける適用状況適用状況適用状況適用状況
(1) 適用市町村

長岡市、柏崎市、小千谷市、十日町市、見附市、栃尾市、魚沼市、川口町、刈羽村
及び西山町（７市３町村）

(2) 適用までの経緯
Ｈ17.１.11 日本弁護士会等が、法務省及び国土交通省に対して適用の申入れ
Ｈ17.３.７ 国土交通省に対して、市町村の適用申請書を進達
Ｈ17.４.12 適用に係る政令の閣議決定
Ｈ17.４.15 政令公布

(3) 適用実績
適用を前提とする訴訟なし（相談１件のみ）
（新潟県弁護士会調べ 平成18年７月現在）

３３３３ 新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震におけるにおけるにおけるにおける適用適用適用適用についてについてについてについて
国土交通省・被災市町村との調整の結果、被災市町村から適用申請適用申請適用申請適用申請しないしないしないしない意向を確認

済み｡


